
地の取得に閃する特別措置法1 が公布され，昭和 36 ・ 8 ・ 1 7 から

施行された。

土地収用法とこの特別機置法との相違点を if\.'，~.に fよのあらま

しについて述べると次のとおりである。

〔適用事業の範樹〕

この法律の適用を受ける事業の純聞は，公共事業の中でも公

共の利害に特に重大な関係があり，かっ緊急に施行することを

要する事業でなければならないが，この法律ではそれらの事業:

を特定公共事業 とし、い ， これは，

(1) 土地収用法の適用事業て♂あって，ニ の法律の第 2 条に列

挙された施設に関する事業であること。

(2) 建設大院のし特定公共事業の E認定1 を受けた事業である

こと。

の各要件に該当するものにI授られている 。

( 1 )の要件については，第 2 条にじっの具体的な事業が列挙さ

れ， いずれも，さらに政令をも っ て具体的に適用事業の範開を

規定している。

ヒつの事業と 1 1. ア 道路 ( í:':j述 IÏ 勤可\1 '4道 l ・ 2 級同道)

イ 国鉄 ・* 日本鉄道ill設公団( 七 'lli な幹線鉄道の際線または市

化区間における事業) ウ 空港(第 I 税) エ交通緩和施a没

(道路 ・ 駅前広場 ・ 鉄道 ・ 軌道) オ 電話施設 カ �iJ)I¥ (治

水 ・ 幸 1)水施設) キ 電気 (た送没電鎚iji~) の各事業をいうが，

このほか， これらとかl程度に公共の利害に 吊 人ーな関係があり ，

かつ務備の緊急性があるもので政令で定めるものも適用事業 と

なる 。

国鉄の場合は，第 2 条の第 24J に L Il本 |司有鉄道が設i置する

幹線鉄道のうち政令で定める主要なVHtll と定められ，政令に

より し主要な区聞は阪線以上のj:;<: I/f1 XI 工也化[)(RrJとする J と定

められている。

幹線鉄道とは通常ζ)0本線といわれているもの， またはそれ

らと同程度の長距離交通匿を有する線路が該当し，性l線以上の

区間には，現在既に使級以 | となっ ている も のと ， これから ' ìl.

澱を復線化するものとの lil ，j r.を合み也化|天 間の解釈もこれと

同係である。

(2) の要糾 については，土地収川訟の 'J~~I-tc!.定の場介は， 事業

の的類により建設大国または部近J(.f l} ，'， 生 1 I ・ l'iが Il，~，定することに定

められているが，特定公共事業はすべて化投大 1 :' ヵ"出定する こ

とに定められ， 辺、定に ~I 'I たっては L公共JllJtI!:ホ議会1 の"誌を t:f

なければならないこととなってい る。

〔手続の特例〕

この法律は事業の円滑な淫行をはかるため起業者に対L. 土

地収用法には規定されていない次のよ うな下統を強i;1i1J している。

(1) 事前の説明 (PR)

七地所有者怜に対して.事業の 1 1 (()，内科1、について 'lr， i íl に

なんらの説明をすることなく ïl収交渉を して も I LJ 渦に妥 f./iす

ることはJPIf守で きない事的にあるため. Jrl近は\q鉄のみで なく

各公共事業の起業者の!日lで も事 liíj の PR ~，T(悦 L. つ とめて'_t

施する傾向にあるが， ょの法律で I.t.特定公共事業のlat定"' ，出

前に関係の都道府県知 'l r. r¥�l!IJH HにおI してはもちろんのこ と

地厄民に対しても十分な事業説 IVJななし その広 r~ を 11fJくこと

を起業者に義務つけてレる。 I也記iU己に対する，淀川 }Jμ、につい

ては，説明会 \)fjf甘'の場所・ \l ll!j~'tを \JiH艇の l .ì!'î ll:ll iíj ま でにその

地方の新聞に公(うするか，またはi( ' 版文仰心よ り通主1Iする?に

より行なうことと定められ， その経過式見切J Z; をd、定 FI I '~I'i書に添

付することとされてレる。

都道 l{f県知事および市町村長 l ;t，起業れの fl なう 'J(iìíj の PR

こうきょうよ

を合めて用地取得全般について起業者に協力する義務があると

定められている。

(2) 市町村長が縦覧手続を行なわない場合の都道府県知事の

il;;U 
土地収用法では，市町村長は事業認定申前書の送付を受けた

ときは. jì' 1 ちに縦覧公Ptの子続をとらなければならないと定め

ているが，事業の内容によっては関係地元民のみでなく市町村

ぐるみで事業に反対をするケ ース もあり，地元民の!泣い、反対，な

担、の表明その他の理， 1 1 から故意に縦覧事務を返怠し，以後の手

続を非常に遅延させることもあるので ， この法律では市町村長

が " '1m 書を受け取った日から 2 週間を経過しでも縦覧しないと

きは，知事がこれを代行できるように定められた。

(3) 事業 It{!，定および調1111 公告有効期間の短縮

オ地収用法では，事業のんE定告示から 3 年以内に土地細 11 の

公告を巾1m しないとき，土地細 U の公告から l 年以内に裁決の

!:1.l lmをしないと きは，その認定，公告はそれぞれ失効するこ と

と定め られているが，この法律では特定公共事業が一般の公共

事業と異な って特に日程包Jこ施行する必要性があるため，認定を

受けた も のであるから土地収刑法 上 3 年とあるのを l 年に . 1 

4ド とあるのを 6 箇月 にそれぞれ短縮された。

(~) 土地 ・ 物件調書作成の特例

土地収)IJ法て、は， 土地細 1 1 の公告後， 起業者は土地ま たは物

iサの所。お よび現況?を調布し. ::U則図をつけて土地または物

件調書を作成しなければならないが，こ の調書作成に当たり起

染者には t地所有者~"fに対し立合いを求め，立入り調伐をする

ことを:~~，め， 一方の土地所有者~'r;はこれを受;æ、しなければなら

ない義務があると定めている。しかし土地所有者の中には立合

いおよび起染者の立入り調査を折否し， または妨害する者もあ

り ，完全な調3の作成は閃難となる事例がしばしばみられたの

で，この法律では， そのよ うな場合には簡易な調書でよ いと し ，

たとえば不動院な記簿 ・ 土地台帳サーによる調1i:. 第三者からの

聴JI;i調(1'. J，'，j辺からの調1t~l' fl也の方法によ っ て知ることがで き

るf'~ J立で調 íl:~ を 1'1' 1えすればよいとされた。

(5) その他の特例

7 土地収J M 法では，事業認定申請書の添付書1Jjとして必裂

な七地管J'I! 者 ， 行政機 1)\1 の;意見者を得るのに案外iぶr!j' L-lを j捜し，

Ij 1 1~白書の川出が遅延する ことが しば しばあったが，この法律で

I t.起業者が，t! ， 児を )Jとめた日から 3 週間を経過しでも得られな

いときは. ifJ!( IYl 苫を添付することでよいとされた。

イ 特定公共事業の必定があった ときは，土地収用法の規定

により 収川手続が.iffiめ られる。

'1 -f)也 または物件調書が土地所有者等の立入り翻在のiR ~f. 

または妨害によ って不完全な場合は. i占決 rlll~古書も完全な記4肢

ができ なレので， 知I る 4ことができる程度のものでよいとして

いる。

エ 既に士地収用U、よる事業，認定を受けている事業であって

もヘ特定公共 'jr '$の必定を受けるこ とができ ， しかもこの場合

は占頬，手続?の前伎を避けるよう特例が設けられている。

ニの法律制度 (1昭和 36 ・ 6) には以上のとおり手続上の特例が

えËめられ. :U也収月JIL と 比較してかなり処恕の迅速化がはから

れたが， その 後IIR 和 39 ・ 7 土地収用法の一部を改正して 両íj記の

う ち (2)( 4 ) および ( 5) の 7 ・ ウ主同一事項を土地収用法にもとり入

れ，特別府In i止の規定の 4般化をはかったので，この分につい

ては特例ではなくなった。

〔緊急裁決〕

上地収月w、では， 事業泌定の申請から裁決に至るまでに長時
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